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研究成果の概要（和文）：エチオピアで進展している土地収奪やそれに関連した開発政策が、同国周縁部にくら
す農牧社会に与えている影響が明らかになった。対象としたのはエチオピアとケニア、南スーダンの国境付近で
ある。対象地域には2000年代から国内外の資本が大規模農場を建設した。建設過程においてはコミュニティへ適
切な説明や補償がなされず、多くの地元住民が半強制的に従来の居住地からの退去を迫られた。農場建設後に農
場での雇用を得た人もわずかであった。また対象地域を流れるオモ川の上流部に巨大ダムが建設されたことで、
巨大ダムが人びとの生活を大きく変化させていることも明らかになった

研究成果の概要（英文）：Since the latter half of the 2000s, external investors have acquired vast 
areas primarily in the African continent. Ethiopia is one of the main target areas. Some million 
hectares of land has already been transacted not only to foreign investors, but also to many 
domestic investors. I have conducted field research among agro-pastoral people in southwestern 
Ethiopia to analyze the impact of land transactions on the local livelihood system and social 
relations. In this area, seven farm agreements have been made with investors; of them, five are 
already in operation. The residents were not given proper explanations as to the transactions of the
 land. And because land registration has not begun in the villages area, no compensations have been 
paid. Very few local people were employed by the farms. In addition, I showed that the building of 
big dam in the upper Omo river has strongly influenced the local livelihood system.

研究分野：アフリカ地域研究
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１．研究開始当初の背景 
 
 2000 年代に入ってから、多くのアフリカ
諸国は高い経済成長率を達成してきた。アフ
リカの大都市部では建設ラッシュが続いて
いる。その一方で、都市と農村、中心部と周
縁部との格差が増大する傾向も表れている。
とくに多くの国の農村部で大きな問題とな
っているのが、land grabbing、つまり土地収
奪の動きである。国内外の資本により大規模
な土地取得と農場開発が進み、そこを居住地
としてきた住民は半強制的な退去を迫られ
ている事例もある。 
本研究の対象となるエチオピアも「成長す
るアフリカ」として注目を集める一国である
と同時に、土地収奪が早い速度で進んだ国で
もある。さまざまな数値が発表されているが、
もっとも「保守的な」数値として、同国では
2003年から 2010年に約 150万 haの土地取
引がなされたという試算がある。筆者が 2001
年から調査を実施している同国西南部の地
域でも、複数の農場が整備されている。農村
の社会経済構造に大きな変化をもたらしか
ねないこの動きの実態を、調査をとおして明
らかにしていく必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、今世紀に入ってからアフ
リカ大陸を席巻している大規模な土地取
引・農場開発の現状を把握し、それらの事業
が地域社会の生業様式や社会関係、地方―中
央関係にもたらす変化を詳細に検討するこ
とである。また、本研究の対象地域では、農
場開発以外の大規模な開発政策が農場開発
とほぼ同じ時期から実施されているため、こ
れらの政策が地域社会に与える影響につい
ても考察し、地域のフードセキュリティ状況
についての理解を深めることを第二の目的
とする。 
 
３．研究の方法 
 
著者が 2001 年から実地調査を実施してい
るエチオピア西南部に位置する農牧社会を
おもな対象として、調査をおこなった。具体
的には①都市部にある政府機関や開発事業
主となっている企業の事務所を訪問して、統
計資料などを入手することで、農場の基本的
な構造を把握する。②村落部での聞き取り調
査や観察に依拠して、農場の稼働が地域社会
の生業構造や社会関係にもたらしつつある
影響を解明するとともに、農場と地域住民が
いかなる関係を形成しているのかを検討す
る。また、居住地から退去を迫られた住民が
その後いかに生活を再編させたのかを分析
する。③村落部での聞き取り調査や観察にお
もに依拠して、農場開発以外の開発政策が地
域住民の生活に与えた影響を明らかにする。 
 

４．研究成果 
  
(1)文献調査によって明らかになったのは以
下の点である。 
①ごく短い期間に広大な土地が取引対象
とされていること。②貸与年数は二五年ない
し四五年から五〇年と長く、土地の賃貸料も
格安であり、税制面での優遇措置が手厚くな
されているなど、投資する側に有利な条件で
契約が交わされていること。③数万ヘクター
ル単位で土地を取得しているのはインドや
サウディアラビア、イタリアなどの国外資本
であるが、多くの国内投資家、とくに現政権
の中枢を占めるティグライ出身者が数十～
数千ヘクタール単位の土地を多く取得して
いること。 
④取引対象とされている土地は歴代政府
により周縁化されてきた南部や西部の地域
に集中していること。⑤それらの土地は政府
文書で「未利用地」や「耕作限界地」などと
言及されるが、実際にはその大部分を牧畜民
や焼畑農耕民などが利用してきたこと。⑥農
場開発が開始された地域の多くでは、地域住
民への事前説明が十分になされておらず、土
地立ち退きに対する補償も支払われていな
いこと。⑦土地取引がなされたからといって、
必ずしも土地開発が円滑に進むわけではな
く、資金不足や住民からの抵抗により、事業
が停滞したり、また事業から撤退する農場も
存在していること。 
以上から、エチオピアにおける土地収奪は、
中央政府や国内資本がその動きにつよく関
与しており、メディア等でしばしば報道され
る外国資本による「アフリカの再植民地化」
の動きとして位置づけるだけでは不十分な
ことが明らかとなった。また、農場の建設を
契機として、地域社会と政府、地域社会と事
業主、地域社会と外部世界から移住してくる
農場労働者、さらには地域社会の民族間関係
や民族内関係に、新たな対立関係を生み出す
可能性があることが明確となった 
 
 
(2)対象地域での実地調査では、土地収奪が、
同国周縁部にくらす農牧社会に与えている
影響が明らかになった。 
対象としたのはエチオピアの西南部、ケニ
アや南スーダンとの国境付近に位置する社
会である。この地域は、ごく近年までは国家
の最辺境地域として、外部世界からの影響が
国内でもっとも小さい地域であったが、2000
年代に入り「開発の最前線」地域へと変貌し
た。石油の探索やダムの建設がなされるとと
もに、国内外の資本がつぎつぎと大規模農場
の稼働を開始したからである。具体的には、
2007年にイタリア企業が3万ヘクタールを入
手して、そのうちの数百ヘクタールでジャト
ロファなどの栽培を始めた。2013 年にはイン
ド企業が1万ヘクタールを取得してその一部
で綿花などの耕作を開始した。規模は 1千～



5 千ヘクタールであるが、2009 年からはティ
グライ人が経営する企業も参入している。
2016 年時点では 6 つの農場の契約が終わり、
うち3つの農場の数十ヘクタールではトウモ
ロコシや綿花の栽培が進んだ。取引対象とさ
れたのは、いずれもこの地域の中央を流れる
オモ川沿いの灌漑に適した平地であり、もと
もとは地域住民が居住地や放牧地、農地とし
て利用していた土地である。 
農場の建設過程においてはコミュニティ
へ適切な説明や補償がなされず、多くの地元
住民が半強制的に従来の居住地からの退去
を迫られた。結果として、地域住民の開発事
業主やその背後に存在していると考えられ
ている中央・地方政府に抱く感情は悪化した。
また土地取引の過程では、地域社会の「伝統
的権威」とされる年長者が政府や農場の意向
に賛成したため、社会の若者の多くがその決
定に反発した。結果として、地域社会内部で
の緊張がつよまった。 
農場建設後に農場での雇用を得た人はわ
ずかであり、また商業農場からの技術移転な
ども円滑に進んでいない。雇用に関していえ
ば、いずれの農場でも雇われた人の多数を占
めるのはエチオピアの中南部から移住して
きた人びとである。農場側としては、すでに
農場労働の経験があり、農場の監督者が会話
に用いる言語を話せる地域外からの労働者
のほうが「使いやすい」からである。また、
農場に雇用された数少ない地域住民も、数日
から数カ月程度で仕事をやめてしまうこと
が多い。その理由としては、厳しい労働環境
や給料の少なさ、農場管理者からの差別的な
扱いに対する不満、などがある。 
技術移転については、政府や農場を灌漑設
備の提供を強調する。実際、ある農場主は商
業農場の脇に灌漑農地をもうけて地域住民
の利用に供した。だが農地は小さすぎて、農
場開発から影響を受けた世帯のごく一部し
かアクセスすることができなかった。農地を
入手した世帯も耕作は思うように進まなか
った。というのも、商業農場と住民向けの農
地は同じ灌漑ポンプから水が供給されるた
め、ポンプを作動させる日時は農場側が自分
たちの畑の都合にあわせて決めたからであ
る。住民がポンプを作動させるよう農場側に
頼んでも、「動かすための電気代を払え」と
法外な金額を請求された。そのため住民は作
物に適切な間隔で水をやることができず、大
部分は枯れてしまった。このような経験から、
人びとは2年目以降は灌漑畑で耕作すること
をやめてしまった。 
農場が建設された土地からの退去を迫ら
れた人、とくに若い世代の人びとのなかには、
農場の周辺地域から別の地域へ移住して新
たな土地を放牧地として利用したり、また湖
での漁労などにおもな生業を転換する人も
でてきている。この移動の背景には、農場開
発により居住地と放牧地の一部を失ったた
めに、生活を営む新たな場を求めたことがあ

ると同時に、より社会関係に重きを置いた動
機が存在していることも明らかになった。つ
まり、土地取引の過程で強まった年長者との
対立関係を、それ以上は悪化させないために、
年長者が居を構える農場周辺から物理的距
離を取ることで、対立関係を一時的に宙吊り
状態に置くという社会的配慮がそこに作用
していたのである。 
現段階では農場建設が地域社会に与えた
影響としては、否定的なものが圧倒的に目立
つ。ただし、2010 年代に入ってからは、建設
された農場の2つが資金不足により閉鎖され、
現在では跡地がかつてと同様に地域住民に
利用されている。今後、政府の土地利用政策
を追跡調査していく必要がある。 
 
 
 (3)対象地域におけるほかの開発政策がも
たらす影響については、ダム建設がもたらし
つつある影響が重要である。オモ川下流地域
に位置する対象地域では、氾濫原での農耕や
家畜飼養、川や湖での漁労が可能であるため、
降水量が少ないにもかかわらず相対的に豊
かな食糧生産が可能であった。 
しかし 2015 年にオモ川上流部に巨大ダム
が建設されたことで、氾濫が発生しなくなり、
氾濫原農耕はほぼ不可能に、また牧畜も以前
に比べて牧草の量が減少したため、実施がよ
り困難となった。また農場建設への対応とし
て、湖付近に移住して漁労を始める人びとに
とっては、湖水面の後退により漁労を持続的
におこなうことが困難になることが予測さ
れる。 
結果として農牧民の食生活は、政府のフー
ドセキュリティ政策による食料配給や緊急
援助食糧にその大部分を依存せざるを得な
くなっている現状が明らかになった。また、
食糧配給は量が不十分であったり、配給時期
が一定ではないため、住民は食糧不足の問題
に直面している。多くの住民は家畜や牧草、
薪木を町で販売した現金で、外部から持ち込
まれた高価な穀物を購入せざるを得ない。政
府は、従来の生業の代替として灌漑農地を住
民に分配して定住的な農耕生活を送らせる
目論見を抱いているが、実際には灌漑農地の
整備はいまだ十分に進んでいない。住民の政
府に対する不満もつよまっている状況であ
る。 
氾濫原からの豊かな食糧生産に依存して
いたのは、対象民族だけではなくその近隣民
族も同様である。干ばつ等が発生したときに、
物々交換や贈与をとおして対象民族から穀
物などを入手していたからである。このモノ
のやり取りによって、民族間には集団の境界
を越えた友好的ネットワークが広がってい
た。対象地域では、集団間に暴力的紛争が頻
発してきたものの、このネットワークの存在
によって、紛争後に円滑な関係改善をはかる
ことが可能であった。しかし、ダム建設によ
り氾濫原から従来のような食料の獲得が見



込めなくなると、近隣民族のフードセキュリ
ティも悪化することが予測される。また、モ
ノのやり取りが低調になることで、従来形成
されてきた集団境界を越えたネットワーク
が切断され、集団間関係が悪化するおそれも
ある。 
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